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1. 適用範囲 

 この積算要領は，「道路防災点検要領（平成 18 年 9 月）国土交通省（以下「点検要領」という。）」，「道

路防災点検の手引き（平成 19 年 9 月）財団法人道路保全技術センター（以下「点検の手引き」という。）」，

「防災カルテ作成・運用要領（平成 8 年 12 月）財団法人道路保全技術センター（以下「カルテ作成・運

用要領」という。）」，及び「落石に係る道路防災計画（平成 28 年 9 月 1 日）：島根県道路維持課ホームペ

ージ掲載資料（以下「道路防災計画」という。）」に基づき実施する安定度調査業務及び防災カルテ作成業

務に適用する。 

 

 

2. 積算体系 

 
 

 

3. 直接人件費 

3-1 計画準備及び資料収集整理 

 過年度調査記録，レーザープロファイラデータ，被災履歴等の業務に必要な資料を収集・整理を行うと

ともに，業務計画書及び点検実施計画を作成する。 

 

1 業務あたり  

 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 備考 

計画準備及び

資料収集整理 
1.00 2.00  3.00 3.00  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3-2 安定度調査 

点検要領及び道路防災計画に基づき，安定度調査を行う。 

  １０箇所あたり  

区 分 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 備考 

外 業       

   落石・崩壊       

 
2,000 ㎡未満  2.40  2.40 2.40  

2,000 ㎡以上 

5,000 ㎡未満 
 3.80  3.80 3.80  

5,000 ㎡以上 

10,000 ㎡未満 
 5.00  5.00 5.00  

10,000 ㎡以上 

15,000 ㎡未満 
 7.20  7.20 7.20  

15,000 ㎡以上 

20,000 ㎡未満 
 8.30  8.30 8.30  

20,000 ㎡以上 

30,000 ㎡未満 
 8.70  8.70 8.70  

岩盤崩壊       

 
2,000 ㎡未満  2.80  2.80 2.80  

2,000 ㎡以上 

5,000 ㎡未満 
 4.30  4.30 4.30  

5,000 ㎡以上 

10,000 ㎡未満 
 5.90  5.90 5.90  

10,000 ㎡以上 

15,000 ㎡未満 
 7.80  7.80 7.80  

15,000 ㎡以上 

20,000 ㎡未満 
 8.70  8.70 8.70  

20,000 ㎡以上 

30,000 ㎡未満 
 9.50  9.50 9.50  

内 業       

 安定度調査表作成  1.00  2.00 1.00  

・外業箇所数は安定度調査の施設管理番号に準ずる。 

・同一箇所内で安定度調査表を複数作成する場合は，作成した調査表の枚数分の内業箇所数を計上する

ものとする。 

・安定度調査（外業）の面積は、水平投影面積とする。 



・外業各項目に対し，以下の補正を行う。 

 

① 落石・崩壊 

路面からの 

高低差 

20m 20m 以上 40 60 80 100 120 140 

未満 40m 未満 60  80  100  120  140  150  

補正係数 0.90 1.00 1.05 1.10 1.15 1.20 1.25 1.30 

道路下の法面，斜面の直下が湖沼水面の場合は，さらに 1.50 を見込む 

・路面からの高低差が 150m 以上の場合，補正値については別途見積により決定する。 

 

② 岩盤崩壊 

路面からの 

高低差 

20m 20m 以上 40 60 80 100 120 140 

未満 40m 未満 60  80  100  120  140  150  

補正係数 0.90 1.00 1.05 1.10 1.15 1.20 1.25 1.30 

道路下の法面，斜面の直下が湖沼水面の場合は，さらに 1.50 を見込む 

・路面からの高低差が 150m 以上の場合，補正値について別途見積によることができる。 

 

3-3 防災カルテの作成 

安定度調査の結果，カルテ作成の必要が生じた箇所について，カルテ作成・運用要領に基づき防災カル

テを作成する。 

 １０箇所あたり  

区分 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 備考 

外 業       

 落 石 ・ 崩 壊  2.00  2.00 2.00  

岩 盤 崩 壊  1.50  2.90 2.90  

内 業       

 カ ル テ 作 成  0.50  1.50 1.00  

・箇所数は安定度調査の施設管理番号に準じるものとする。 

 

3-4 整理取りまとめ 

安定度調査結果及び防災カルテの結果を点検結果集計様式に入力し，作成した調書等をとりまとめ，報告

書を作成する。 

１００箇所あたり  

 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 備考 

整理取りまとめ  1.00  4.00 6.00  

・箇所数は安定度調査の施設管理番号に準じるものとする。 

 



3-5 打合せ等 

区分 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 備考 

打合せ 

業務着手時 0.5 0.5 0.5  （対面） 

中間打合せ 0.5 0.5 0.5  １回当たり（対面） 

成果物納入時 0.5 0.5 0.5  （対面） 

関係機関打合せ協議 0.5 0.5   １機関当たり（対面） 

・打合せ，関係機関打合せ協議には，打合せ議事録の作成時間及び移動時間（片道所要時間１時間程度以

内）を含むものとする。 

・打合せ，関係機関打合せ協議には，電話，電子メールによる確認等に要した作業時間を含むものとする。 

・中間打合せの回数は，１回を標準とする。 

・関係機関打合せ協議の回数は，１機関当たり１回程度とする。なお，発注者のみが直接関係機関と協議

する場合は，関係機関打合せ協議を計上しない。 

 

4. 直接経費 

4-1 旅費交通費 

業務委託積算基準に準ずる。 

 

4-2 電子成果品作成費 

 電子成果品作成費は次の計算式により算出するものとする。 

 電子成果品作成費（千円）＝５．１ｘ０．３８ 

 ただし，ｘ：直接人件費（千円） 

 

・上式の電子成果品作成費の算出にあたっては，直接人件費を千円単位（小数点以下切り捨て）で代入

する。 

・算出された電子成果品作成費（千円）は，千円未満を切り捨てる（小数点以下切り捨て）ものとする。 

・電子成果品作成費の上下限については，上限：250 千円，下限：20 千円とする。 

 

5. その他経費 

5-1 その他原価 

 その他原価は次式により算定した額の範囲内とする。 

 （その他原価）＝（直接人件費）×α／（１－α） 

 ただし，αは業務原価（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の割合であり，３５％とす

る。 

 

5-2 一般管理費等 

 一般管理費等は，次式により算定した額の範囲内とする。 

 （一般管理費等）＝（業務原価）×β／（１－β） 

 ただし，βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり，３５％とする。 


